
令和６年度～令和１０年度観測研究計画

課題番号：SSU_01

（1）実施機関名：

信州大学

（2）研究課題（または観測項目）名：

（和文）地震災害軽減に向けた効果的な防災教育の検証
（英文）Verification of effective disaster prevention education for earthquake disaster mitigation

（3）関連の深い建議の項目：

4 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究
(2) 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究

（4）その他関連する建議の項目：

6 観測基盤と研究推進体制の整備
(5) 社会への研究成果の還元と防災教育

（5）令和５年度までの関連する研究成果（または観測実績）の概要：

新規研究

（6）本課題の５か年の到達目標：

地震災害を軽減する減災は、自然現象が災害になるプロセスを遮断ないしは弱めることにより実現さ
れる。その中でも地震災害は突然発生し、起因して発生する津波や火災など時間的制限を要する中で
適切な行動が求められる。防災を公助が担っていた時代には、地震発生直後の対応を乗り切れば、公
的機関の支援プログラムにのることが想定され、自助共助の能力は求められていなかった。しかし、
阪神淡路大震災以降公助の限界が露呈し、自助共助に一定の役割を求める中で、減災には住民一人一
人の行動と役割が大きな要素を占めるようになった。その対策には地震前の予防、地震時の対応、地
震後の対応の３フェーズが重要となる。各フェーズには、①危機意識の浸透、②危険情報の感度、③
危険に気づく能力、④判断力と行動力など、個人や地域力にゆだねられている点が多い。しかし、現
代の教育システムではこのような能力や知識を定着・活用させるための仕組みが無く、災害軽減の教
育は、子供達ばかりでなく成人も含め新たな仕組みや実践が必要である。
学校現場における防災教育は、これまで突発的な地震時に身を守ることを第一に防災訓練などが行わ
れてきたが、現在は、小学校低学年から高等学校にかけての発達段階に応じて、身の安全を守る、他
者との協働、地域の特性に応じた危険を見つけ判断できるなど「生きる力」を身に着けることを求め
ている。これらを学校教育で実現するためには、単発的な防災訓練に止まらず、教科横断的な要素、
地域社会との連携など積み重ねて学ぶカリキュラムマネジメントが必要になる。そのため、さまざま
な取り組みが被災地を中心に模索されているが、体系的な防災教育像はいまだ確立されていない。そ
の確立には先ず災害を俯瞰した専門的な知識と視野、学校の授業構成やカリキュラムなどの知識や視
点が必要である。加えて、防災教育はその効果が検証されないままに様々な取り組みがなされており、
防災教育の評価やその効果の検証が重要な課題である。そのため、教育学や教育心理学が従来から蓄
積してきた授業効果についての研究を活用し、教育心理学分野と災害科学分野との連携から効果的な
防災教育を構築する必要がある。
一方、防災教育の取組みは被災地以外と被災経験地域の間で大きな差がある。被災地域で実践される
防災教育だけでは、被災経験が次第に風化し取組みが次第に下火になる可能性が高く、災害に強い社
会の実現は難しい。また児童生徒だけでなく、成人にどのように防災教育を浸透させるかという課題
も存在する。そのため、未被災地において災害を強く意識しない防災教育の実践（抵抗感が少なく結



果的に災害に強い知識や能力が身につく）を考えていく必要がある。
このような背景を踏まえ本研究課題では、児童生徒の危険情報の感度とその向上に向けた教育方法の
検証、地域学習による地域の危険を見つける能力向上方法の開発と実践、その効果検証、さらにこれ
らの教育実践から学んだ成果（教育効果）が地域の災害軽減にどのようにつながるのかについての検
証を教育現場や地域と連携しながら行うことを目指す。

（7）本課題の５か年計画の概要：

①危険情報に対する感度とその向上に向けた教育方法の検証：危険情報を発信しても受信側がどのよ
うに受け止めるかは未知数である。そこでまず、危険情報に対してどのような感度が低いのかという
危険情報に対する感度を調査する。次にその危険情報の感度向上のために、受動的な学習媒体である
紙媒体教材、映像媒体と、主体的な学習媒体である映像教材を作成し、それを活用した授業開発と実
践を行う。
②地域学習による見方・考え方の習得度の検証：地域学習を通した地域の危険を見つける能力は児童
生徒が災害を意識し地域を見て歩くことから学習し、未知の危険を想像していく見方考え方である。
そこで学習の結果児童生徒の見方・考え方がどのように変化し、またどの程度身につくのか検証する。
③地域理解と適切な行動との関係性の検証：地域に関してよく知っていることが災害時にどれほど適
切な行動を促すのかを検証する。地域情報の集積と平行して、ロールプレイニングによる地域情報の
集積度と被災時の行動様式を検証し、その関係性を明らかにする。
④学校教育が地域社会へ与える影響の検証：学校での教育実践の成果が地域の災害軽減につながるこ
との検証として、子供たちの活動を地域に還元することで、地域住民に対する防災教育を試み、活動
に参加した住民にどのような効果をもたらすのかという視点からの検証を行う。

具体的には以下のように考えている。
（令和6年度）火山災害・地震災害に関する危険情報に関する感度について児童を中心に予察的調査を
おこなう。調査地域候補における現場での防災教育を実践するために必要な地域情報を収集し、地域
に関する学習内容や方法について予察的な実践を行う。
（令和7年度）危険情報に関する感度について、地域差などに注目した調査をおこなう。引き続き防災
教育を実践するために必要な地域情報を収集し教材や指導方針を確定しつつ、地域学習で活用するア
プリやGISシステムを構築する。また、防災学習の取組の波及効果について実質的な検討を行う。災害
時の様々な状況を想定し、それに合わせた行動を自発的に考えられる教材の開発を始める。
（令和8年度）危険情報に関する感度を上げるための効果的な手法を実験し、効果的な学習を開発し、
効果検証方法について検討する。地域理解についても効果的な学習を開発し、その効果検証を始める。
土地勘が災害時の行動にどのように寄与するのかについて、予察的な検証を開始する。
（令和9年度）効果的な波及方法について予察的な検証を行う。土地勘が災害時の行動にどのように寄
与するのかについて、地域差をふまえた検証を行う。
（令和10年度）問題の改善点を明らかにするとともに、学校発の地域住民への防災教育への展開とそ
の効果を測定する。

（8）実施機関の参加者氏名または部署等名：
廣内大助（信州大学教育学部）,榊原保志（信州大学教育学部）,竹下欣宏（信州大学教育学部）,本間喜子
（信州大学学術研究・産学官連携推進機構）,茅野理恵（信州大学教育学部）,島田英明（信州大学教育
学部）,内山琴絵（信州大学教育学部）
他機関との共同研究の有無：有
竹内裕希子（熊本大学工学部）,小田隆史（東京大学総合文化研究科）,加藤内蔵進（岡山大学教育学
部）,岡崎 善弘（岡山大学教育学部）,松多信尚（岡山大学教育学部）

（9）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先

部署名等：学術研究院（教育学系）
電話：0262384090
e-mail：hirokuma@shinshu-u.ac.jp



URL：https://gakusyu.shinshu-bousai.jp

（10）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者

氏名：廣内大助
所属：信州大学教育学部


